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令和 7 年度 令和 16

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

《三股町水道事業　水道料金表》

④ 組　織

＜組織体制＞

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

計 画 給 水 人 口 26,200

現 在 給 水 人 口 25,760法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用

㎥／日

本町水道の管理・運営は三股町行政機構の内、『環境水道課』の『上水道係』にて行っています。
職 員 数　：　10名
職　   種　：　事務職 6名（うち会計年度任用職員3名）　技術職 3名
年齢構成 ：　20代 3名　30代 2名　40代 2名　50代 3名

別紙１のとおり（令和5年度決算書より作成）

平 成 13 年 4 月 1 日

これまでの主な経営健全化の取組

配水池設置数

2

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 11,000

259.33 千ｍ

・業務委託等の活用
検針業務、夜間・休日等の緊急修理、浄水場施設の警備業務について民間委託を行い、人件費等の事務経費軽減を図っています。
・料金収納率の向上
水道料金の滞納者に対して給水停止を行い積極的に未収金を回収しています。これにより、収納率は 99.9％以上を達成しています。

浄水場設置数

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

　　　宮崎県　三股町

　　三股町水道事業（末端給水事業）

計 画 期 間 ：

4

～

管 路 延 長

14.52

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 36 年 6 月 1 日

水 源

事業の現況

水道料金は「基本料金」と「従量料金（＝2ヶ月間の使用水量）」で構成され、この内、「基本料金」はメーター口径が
大きくなるほど高く、また、「従量料金」は使用水量が多くなるほど高い単価が設定されています。これは、生活用
水確保の視点から一般家庭での水道料金に対する負担軽減を図ったものです。

別添１－２

三股町水道事業経営戦略

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 73.84

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

口 径

（ﾐﾘﾒｰﾄﾙ）

基本料⾦ ︓円

（2ヶ月当たり）

従量料⾦ ︓円

（1m3当たり）

13 1,540

20 2,420

25 3,300

40 6,160

50 9,240

75 13,640

単 価 ︓円

1 〜 16 44.0

17 〜 40 126.5

41 〜 100 148.5

101 198.0m
3
 以上

使⽤⽔量 ︓m
3

環境水道課長 課長補佐 上水道係
工務職員3名

業務職員5名



経営比較分析表（令和5年度決算）
宮崎県　三股町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 自治体職員 25,878 110.02 235.21 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

三股町は前年度より人口が0.4ポイント減少してお
り、今後は少子化による人口減少や、住民の節水意
識向上による給水収益の減少を見越して、費用削減
に取り組む必要がある。
　また老朽化の状況については令和2年度水道ビ
ジョンで示されたとおり、現行料金を維持しつつ財
政収支の均衡が可能な投資規模に沿って、今後も管
路更新事業を継続していきたい。

963.35 【】 令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 71.79 99.91 2,640 25,760

全体総括

26.74

①経常収支比率は100％を超え、類似団体平均を
15.35ポイント上回っており、維持管理費用等を賄
える健全な経営を維持できている。
②累積欠損金比率は、引き続き0％である。
③流動比率は、100％を超え昨年度より6.03ポイン
ト増加した。類似団体平均を下回っているものの、
平均との差は昨年度より31.60ポイント縮小してお
り、引き続き計画的な執行で経営健全化を図ってい
きたい。
④企業債残高対給水収益比率は類似団体平均値を
133.89ポイント下回った。今後も数年間は起債予定
が無く、償還残高は年々減少していく見通しであ
る。
⑤料金回収率は、昨年度より13.29ポイント増加し
類似団体平均より20.07ポイント高くなっている。
今後も費用削減を意識し健全経営を図っていく。
⑥給水原価は、類似団体と比べ67.99円低く、安価
で提供できている。今後も継続していけるように投
資の効率化や維持管理費の削減等、経営改善の検討
も行う。
⑦施設利用率は、昨年度より3.45ポイントの減であ
るが、類似団体との経年的な比較では上回ってい
る。現状及び将来の分析を行い適切な施設稼働を継
続していく。
⑧有収率は、昨年度より3.32ポイントの増となり類
似団体平均値よりも5.04ポイント高い。今後も引き
続き管路の漏水調査等、施設の維持管理に努め適切
な施設稼働を継続する。

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率は、年次的に増え、また
類似団体の平均を上回っており老朽化が徐々に進ん
でいることを表している。更新等の財源の確保や投
資計画が必要であるといえる。
②管路経年化率は、昨年度より5.07ポイント増で更
新の必要性は増加しているものの類似団体平均との
比較では下回っているので、今後も同様のペースで
管路の老朽化対策に取り組みたい。
③管路更新率は、昨年度より0.25ポイントの減で、
類似団体との比較では0.54ポイント上回った。今後
も機械設備の更新と管路の更新のバランスを保ちな
がら工事を計画的に行っていきたい。

2. 老朽化の状況
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⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【108.24】 【1.50】 【243.36】 【265.93】

【89.42】【59.81】【177.56】【97.82】

【52.02】 【25.37】 【0.62】



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

給水人口の予測

人口減少に伴う給水人口の減少や節水技術の向上等により、水需要についても減少が続くとものと予想しています。将来の給水人口は緩やかに
減少していくと予測されており、令和16年度の年間有収水量は2,441千m3と予測しています。

水需要の予測

国立社会保障人口問題研究所による本町の人口推計に基づき給水人口を予測しました。
当水道事業の給水人口は近年緩やかに減少しており、令和5年度は25,760人でした。このまま将来の給水人口が緩やかに減少していくと予測し
た場合、令和16年度は24,840人を見込んでいます。

組織の見通し

料金収入の見通し

　人口減少に伴い水需要が減少傾向であることから、収益も同様に減少するものと予測しています。本計画期間中においては、現状の資金残高
と同水準を維持可能と見込まれるため、計画期間内での料金改定は行わないことにしています。

現状の組織は上記の④組織のとおりですが、今後は令和６年度より公営企業となった下水道事業との統合を視野に入れ事務経費の軽減を図る
一方で、事業量に応じた職員配置を行い効率的で機動的な組織体制を目指します。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

・修繕費に関する事項 過去の実績及び令和6年度の決算見込をもとに積算しています。
・動力費に関する事項 過去の実績及び令和6年度の決算見込をもとに積算しています。
・職員給与費に関する事項 令和5年度の実績に基づき積算しています。
・その他の事項 過去の実績及び令和6年度決算見込みを元に物価上昇率を加味して試算しています。

　安全で安定した水の供給に向けて、三股町水道事業基本計画に基づき効率的に事業を実施するとともに、より一層の経費抑制に努め事業の
安定化を目指します。
・安全、安心な水の安定供給
水質の適正な管理を行うとともに管路の適切な更新を行い、安定的な水道水供給に努めます。
・災害、事故等への危機管理対策
災害時や平常時の事故にも対応した応急対策や工事業者と連携した応援体制の確立を目指します。
・経営基盤の強化
技術職員、経営を担う職員の長期的な育成を行い、計画的かつ効率的な財政運営に努めます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

計画期間内での予定はありませんが、水需要の減少を考慮し浄水場等の施設運用及び 設備の更新に
ついて検討します。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

人口減少による水需要の変化に応じて、経済性に優れた資材の採用等を検討してまいり ます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

そ の 他 の 取 組 現段階において記述事項はありません。

広域化した団体の事例は認識していますが具体的に検討は行っておらず、今後も近隣団体との料金や
財政状況、施設整備水準等の格差を踏まえ慎重な検討が必要です。

①　収支計画のうち投資についての説明

広 域 化

民 間 の資金 ・ノウハウ等 の 活 用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

現在、検針業務、夜間・休日等の緊急修理、浄水場施設の警備業務を民間委託しておりますが、今後の
民間の資金・ノウハウ等の活 用については、先進事例などを参考にしながら検討します。

三股町水道事業基本計画に基づき計画的に管路の更新を進めながら、長寿命化等の検討を図ります。

目 標
・安定した水道水の供給
・計画的な投資による事業費の抑制
・管路は10年で18km更新します。

目 標
・水道料金収入の確保。
・経常収支比率と料金回収率は100％以上を継続させます。

②　収支計画のうち財源についての説明

計画期間内の主な事業

・寺柱配水ポンプ場電気計装設備更新事業
　事業期間　　令和7年度

 　事  業 費 1,200万円
・第6水源地電気計装設備更新事業
　事業期間　　令和8年度

 　事  業 費 1,300万円
・第4水源地電気計装設備更新及び長田浄水場モバイル回線移行事業
　事業期間　　令和9年度

 　事  業 費 1,600万円
・管路更新（耐震化）事業
　事業期間　　令和7年度～令和16年度

 　事  業 費 10億 円

・料金収入については、人口減少や節水意識の向上により減少傾向となっております。本計画期間内では料金改定は行わな いことにしておりま
すが、収益的収支の状況に注視しながら、必要に応じて計画の見直しを行い料金改定についても検討します。
・建設改良工事については財源として国庫補助金を 見込んでおりませんが、状況に応じて補助事業制度を活用していきます。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略に基づき、事業が計画的に実施されているか毎年度確認しながら、5年に一度は計画の見直し
を行います。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の 有効活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

財政計画上の負担軽減と世代間負担の公平性を考慮しつつ起債額を検討します。

投資・財政計画には現在の状況のまま推移した場合を想定していますが、今後、緊急的に発生する施
設の更新等があった場合には検討する予定です。

本計画期間以降も給水人口の減少が続くと予測されるため、毎年の決算状況を見極めたうえで、改定
の時期や改定率、料金体系について適宜検討します。

現在、遊休資産を売却する予定はありませんが、その場合は費用対効果を充分検討する必要があります。

そ の 他 の 取 組 現段階において記述事項はありません。

企 業 債

繰 入 金

ＰＤＣＡサイクル

• 行動を

評価・分析

• 改善し

次回に繋ぐ

• 計画を

実行する

• 計画を

作成する

ＰＬＡＮ ＤＯ

ＣＨＥＣＫＡＣＴＩＯＮ



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）4 5 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 374,089 371,905 371,422 370,248 369,024 367,804 366,588 365,376 364,166 362,942 361,720 360,502 359,289
(1) 313,029 347,120 346,669 345,525 344,385 343,249 342,116 340,987 339,862 338,740 337,622 336,508 335,398
(2) (B)
(3) 61,060 24,785 24,753 24,723 24,639 24,555 24,472 24,389 24,304 24,202 24,098 23,994 23,891

２． 22,886 22,805 22,005 20,389 20,049 19,275 18,540 18,191 15,775 15,264 15,022 14,774 14,521
(1) 3,141 2,939 2,734 2,524 2,309 2,090 1,867 1,639 1,406 1,168 926 678 425

3,141 2,939 2,734 2,524 2,309 2,090 1,867 1,639 1,406 1,168 926 678 425

(2) 17,818 17,798 17,203 15,797 15,672 15,117 14,605 14,484 12,301 12,028 12,028 12,028 12,028
(3) 1,927 2,068 2,068 2,068 2,068 2,068 2,068 2,068 2,068 2,068 2,068 2,068 2,068

(C) 396,975 394,710 393,427 390,637 389,073 387,079 385,128 383,567 379,941 378,206 376,742 375,276 373,810
１． 306,323 305,299 314,749 318,430 322,261 326,247 330,391 334,700 339,177 343,828 348,658 353,673 358,878
(1) 51,937 51,575 52,998 55,164 57,427 59,792 62,263 64,847 67,548 70,372 73,325 76,414 79,645

25,402 24,960 25,649 26,357 27,084 27,832 28,600 29,389 30,200 31,034 31,891 32,771 33,675

26,535 26,615 27,350 28,807 30,343 31,960 33,663 35,458 37,348 39,338 41,435 43,643 45,970
(2) 116,105 116,971 126,965 127,091 127,257 127,461 127,702 127,981 128,296 128,646 129,031 129,450 129,903

27,843 20,324 27,843 26,948 26,082 25,244 24,433 23,648 22,888 22,153 21,441 20,752 20,085
34,091 37,998 38,693 39,092 39,495 39,901 40,312 40,728 41,147 41,571 41,999 42,432 42,869
1,422 9 716 723 730 738 745 753 761 769 777 785 793

52,749 58,640 59,713 60,328 60,950 61,577 62,212 62,852 63,500 64,154 64,815 65,482 66,157
(3) 138,281 136,753 134,786 136,174 137,577 138,994 140,426 141,872 143,333 144,810 146,301 147,808 149,330

２． 25,735 19,946 17,611 15,447 13,603 12,078 10,835 9,781 8,908 8,124 7,355 6,572 5,775
(1) 20,787 18,300 15,965 13,801 11,957 10,432 9,189 8,135 7,262 6,478 5,709 4,926 4,129
(2) 4,948 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646

(D) 332,058 325,245 332,360 333,877 335,864 338,325 341,226 344,481 348,085 351,952 356,013 360,245 364,653
(E) 64,917 69,465 61,067 56,760 53,209 48,754 43,902 39,086 31,856 26,254 20,729 15,031 9,157
(F) 3,805 4,006 2,631
(G) 168 147 248 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200
(H) 3,637 3,859 2,383 △ 200 △ 200 △ 200 △ 200 △ 200 △ 200 △ 200 △ 200 △ 200 △ 200

68,554 73,324 63,450 56,560 53,009 48,554 43,702 38,886 31,656 26,054 20,529 14,831 8,957
(I) 78 8 333
(J) 415,936 423,477 392,837 368,716 353,007 347,396 347,939 355,452 365,076 372,722 375,807 374,167 367,630

7,186 7,086 3,467 3,455 3,444 3,432 3,421 3,410 3,399 3,387 3,376 3,365 3,354
(K) 141,429 141,100 125,397 117,576 107,355 94,994 86,153 76,163 70,699 69,063 69,832 70,615 71,412

106,017 103,649 100,397 92,576 82,355 69,994 61,153 51,163 45,699 44,063 44,832 45,615 46,412

8,852 25,971 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 374,089 371,905 371,422 370,248 369,024 367,804 366,588 365,376 364,166 362,942 361,720 360,502 359,289

(N)

(O)

(P)

R16年度

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

― ―

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

R7年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画
（収支計画）

4 5 6 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３．

４． 9,700 9,902 10,107 10,318 10,532 10,751 10,974 11,202 11,435 11,673 11,915 12,163 12,416

５．

６．

７．

８． 4,202 4,156 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

９．

(A) 13,902 14,058 11,107 11,318 11,532 11,751 11,974 12,202 12,435 12,673 12,915 13,163 13,416

(B)

(C) 13,902 14,058 11,107 11,318 11,532 11,751 11,974 12,202 12,435 12,673 12,915 13,163 13,416

１． 115,138 103,182 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000

２． 106,017 103,649 100,397 92,576 82,355 69,994 61,153 51,163 45,699 44,063 44,832 45,615 46,412

３．

４．

５．

(D) 221,155 206,831 220,397 212,576 202,355 189,994 181,153 171,163 165,699 164,063 164,832 165,615 166,412

(E) 207,253 192,773 209,290 201,258 190,823 178,243 169,179 158,961 153,264 151,390 151,917 152,452 152,996

１． 117,350 137,801 110,812 121,425 122,653 124,925 126,869 128,436 132,080 133,830 135,321 136,828 138,350

２． 80,711 46,903 88,578 69,952 58,309 43,477 32,489 20,725 11,405 7,803 6,861 5,911 4,956

３．

４． 9,192 8,069 9,900 9,881 9,861 9,841 9,821 9,800 9,779 9,757 9,735 9,713 9,690

(F) 207,253 192,773 209,290 201,258 190,823 178,243 169,179 158,961 153,264 151,390 151,917 152,452 152,996

(G)

(H) 1,028,095 924,446 824,049 731,472 649,117 579,122 517,969 466,805 421,105 377,041 332,209 286,594 240,182

○他会計繰入金 （単位：千円） （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

R12年度 R13年度 R14年度

他 会 計 負 担 金

R15年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度

R16年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金



布設年月日 昭和 36 年 6 月 1 日

給水人口 25,760　人

計算期間 自令和7年度 至令和11年度

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

347,120 343,252 343,252

0 0 0

47,590 24,556 24,556

394,710 367,808 0 367,808

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

3,179 3,452 3,452

諸 手 当 1,817 1,973 1,973

福 利 費 842 914 914

18,771 17,036 17,036

7,156 7,380 7,380

7,898 8,145 8,145

1,812 1,869 1,869

1,126 1,161 1,161

1,768 1,823 1,823

44,369 43,754 0 43,754

給 料 5,502 5,975 273 5,702

諸 手 当 4,177 4,536 4,536

福 利 費 1,537 1,669 1,669

5,126 5,286 5,286

1,553 1,409 1,409

30,841 31,806 31,806

1,359 1,402 1,402

2,350 2,424 2,424

52,445 54,507 273 54,234

給 料 ・ 報 酬 14,076 15,285 7,680 7,605

諸 手 当 5,224 5,673 5,673

福 利 費 3,553 3,858 3,858

14,800 15,263 15,263

425 438 438

2,505 2,583 2,583

2,200 2,269 2,269

137,802 139,009 139,009

18,299 10,703 2,086 8,617

1,646 1,000 1,000

200,530 196,081 7,680 188,401

給 料 6,914 7,508 7,508

諸 手 当 2,967 3,222 3,222

福 利 費 1,788 1,942 1,942

397 409 409

754 778 778

1,324 1,365 1,365

227 234 234

1,540 1,588 1,588

10,912 11,254 11,254

1,078 1,112 1,112

27,901 29,411 0 29,411

325,245 323,753 273 323,480

0

323,480

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 106.11

＜料金水準についての説明＞

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期
間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の
改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有してい
る資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資 産 維 持 費 （ Z ）

金　　　　　　　　額

小 計

そ の 他

小 計

配
水
及
び
給
水
費

人
　
件
　
費

人
　
件
　
費

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

項 目

原
水
・
浄
水
費

人
　
件
　
費

給 料

手 数 料 （ 水 質 検 査 ）

薬 品 費 （ 次 亜 塩 素 酸 ）

そ の 他

動 力 費

修 繕 費

委 託 料

支　　出　　の　　部

営
業
外

総
　
　
　
係
　
　
　
費

負 担 金

手 数 料

委 託 料

保 険 料

負 担 金

支 払 利 息

雑 支 出

減 価 償 却 費 ・ 資 産 減 耗 費

そ の 他

小 計

　本町の水道料金は「基本料金」と「従量料金（＝2ヶ月間の使用水量）」で構成され、この内、「基本料金」はメーター口径が大きくなるほど高く、「従量料金」は使
用水量が多くなるほど高い単価が設定されています。また宮崎県下の水道料金においては比較的安価な料金体系となっています。今後は水需要の減少に伴い
料金収入も減少していくことが予想されるので、経費の削減、施設の運用の効率化を進めるとともに健全経営を維持していきます。

小 計

合 計 (Y)

原価計算表

委 託 料

動 力 費

修 繕 費

路 面 復 旧

備 消 耗 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

業
　
　
務
　
　
費

人
　
件
　
費

委 託 料

そ の 他

収　　入　　の　　部

項 目

料 金 (X)

金　　　　　　　　額


